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1．定期総会

雪センターが事務局となっている全国雪対策連絡協議
会には、13の道県別の雪対策協議会があり、全国208の
市町村会員で成り立っています。会員相互の情報交換・
意見交換を経て出された意見・要望は、事務局で集約
し、関係機関と調整を行っております。毎年7月の全国
雪対策連絡協議会の定期総会で要望書が決議され、これ
を以って関係機関に要望活動を行っています。こうした
活動の成果が予算措置や新たな施策・制度の創設となっ
て現れています。
平成29年度の第21回定期総会は、7月27日に砂防会
館にて開催されました。
国土交通省五道仁実技術審議官の代理として石原康弘
技術調査課長の御挨拶の後、下記の国土交通省の幹部か
ら、会員の活動に不可欠な情報の御提供・御説明を頂き
ました。
国土政策局 安藤恒次地方振興課長
道路局国道・防災課 和田卓道路防災対策室長
北海道局 髙橋季承参事官

当日の配布資料のうち了解頂いた資料はp.76以降に
掲載します。

議事では、事業計画、収支予算、役員の改選等の議案
を承認頂いた後、要望書が決議されました。

全国雪対策連絡協議会の活動

2．平成29年度7月要望活動

総会後、市町村長方も交えた大要望団による要望活動
に移りました。208市町村の要望を結集した要望活動と
いう事で、要望先では特段の御配慮を頂き、国土交通省
技監、関係局長、課長等に直接面談して要望内容を説明
し御理解を頂きました。要望書の内容及び要望活動の状
況写真を掲載しております。

顧問一覧
国土交通省　技術調査課長　　　　　　　石原　康弘
国土交通省総合政策局
　公共事業企画調整課事業総括調整官　　鈴木　　学
国土交通省東北地方整備局企画部長　　　渡邉　泰也
国土交通省関東地方整備局企画部長　　　東川　直正
国土交通省北陸地方整備局企画部長　　　渡辺　　学
国土交通省中部地方整備局企画部長　　　岩田　美幸
国土交通省近畿地方整備局企画部長　　　井上　智夫
国土交通省北海道開発局
　建設部道路維持課長　　　　　　　　　坂場　武彦
北海道　建設部長　　　　　　　　　　　渡邊　直樹
青森県　県土整備部長　　　　　　　　　浅利　次郎
新潟県　土木部長　　　　　　　　　　　美寺　寿人
岐阜県　県土整備部長　　　　　　　　　宗宮　裕雄
東日本高速道路株式会社
　管理事業本部保全部長　　　　　　　　八木　茂樹

役員一覧
会　長　　青森県青森市長　　　　小野寺晃彦
副会長　　北海道倶知安町長　　　西江　栄二
副会長　　新潟県長岡市長　　　　磯田　達伸
副会長　　岐阜県高山市長　　　　國島　芳明
理　事　　北海道赤井川村長　　　赤松　　宏
理　事　　岩手県盛岡市長　　　　谷藤　裕明
理　事　　秋田県秋田市長　　　　穂積　　志
理　事　　福島県会津若松市長　　室井　照平
理　事　　富山県上市町長　　　　伊東　尚志
理　事　　石川県金沢市長　　　　山野　之義
理　事　　福井県大野市長　　　　岡田　高大
監　事　　山形県新庄市長　　　　山尾　順紀
監　事　　長野県飯山市長　　　　足立　正則
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平成29年度事業計画

平成29年度（平成29年4月1日から平成30年3月31日まで）に予定している全国雪対策連絡協議会の主要な事業計画
は、次のとおり。

1．全国雪対策連絡協議会活動
全国雪対策連絡協議会の会員である市町村へは、適宜必要な情報提供を行い、また会員相互の情報交換・意見交
換、会員の密接な連絡調整による連携・協力体制を強化し、総合的な雪対策の推進に、全国雪対策連絡協議会が機
能する事を目指す。
全会員の参加する年一回の定期総会は、開催準備前から会員の意見調整を行い、総会では、会員の情報交換と相
互理解の推進、協力体制強化を図り、会員の意見・要望表明を通じて、総合的な雪対策を推進するに当たっての重
要な場であるということを会員に認識してもらい、多くの会員の参加を実現する。
来賓として総会に参加される国土交通省の方々からは、会員の活動、積雪寒冷地の振興のために必要な情報の提
供、状況の説明を受ける機会を設ける。
積雪寒冷特別地域における必要不可欠な事業の計画的かつ強力な推進、そのための予算の確保の必要性について
は、本協議会が総力を挙げて関係機関に働きかけその実現に努める。
本年度開催する定期総会では、平成30年度予算編成に向け、「積雪寒冷特別地域道路交通確保五箇年計画」の着
実な実施を始めとする諸対策の推進とそのための予算の確保等の課題について協議会の総意をもって決議する。

2．平成30年度予算編成に係る雪対策促進要望活動
全国雪対策連絡協議会定期総会で決議された、「国土交通省関係予算に係る積雪寒冷特別地域の諸対策の推進に
関する要望」をもとに、総会参加者により、関係省庁及び国会に対しての要望活動を行う。
その後さらに秋にも、雪対策のための予算確保、諸対策の推進について協議会会員の意見要望を取りまとめ、作
成した要望書をもって要望活動を実施する。

3．豪雪に対する緊急要望活動等の実施
降雪状況に応じて、記録的な豪雪等の緊急な事態が発生した場合には、適宜、関係機関に対して緊急要望活動を
行う。

4．各道県の雪対策協議会等への支援
関係道県単位で組織されている雪対策協議会（計13）に対して、その活動を把握するとともに適宜情報提供し、
協議会会員相互の情報の交換や協力体制の強化に努める。
また、各雪対策協議会にも積極的に参加して直接情報提供、意見交換・情報交換を行い、各道県の協議会の活動
がより活発に効果的におこなわれるよう支援して行く。

5．雪関係行事に対する後援
国土交通省及び都道府県の行う「雪崩防災週間」等雪に関する様々な行事が毎年行われており、それらに対して
全国及び各道県の協議会への後援依頼がなされているが、それらに対しては、その趣旨を理解した上で積極的に対
応していく。
また、毎年開催地を変えながら催される「ゆきみらい」は、平成30年2月8日から9日まで「ゆきみらい2018in富
山」として富山市において開催されるよていであり、雪対策連絡協議会は後援者の一員となってこれを後援する。
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国土交通省

国土交通大臣 石 井 啓 一 水管理・国土保全局

国土交通副大臣 末 松 信 介 局  長 山 田 邦 博

国土交通副大臣 田 中 良 生 次  長 清 瀬 和 彦

国土交通大臣政務官 根 本 幸 典 河川計画課長 岡 村 次 郎

国土交通大臣政務官 藤井 比早之 治水課長 小 平 卓

国土交通大臣政務官 大 野 泰 正 防災課長 佐 藤 克 英

国土交通事務次官 毛 利 信 二 災害対策室長 小 島 優

技   監 森 昌 文 下水道部長 森 岡 泰 裕

国土交通審議官 田 端 浩 下水道事業課長 加 藤 裕 之

国土交通審議官 吉 田 光 市 流域管理官 岡本 誠一郎

国土交通審議官 奈良平 博史 砂防部長 栗 原 淳 一

砂防計画課長 今 井 一 之

真浦長課全保房官臣大

大臣官房長 藤 田 耕 三 道路局

技術審議官 五 道 仁 実 局  長 石 川 雄 一

技術調査課長 石 原 康 弘 次  長 和 田 信 貴

潔東官議審房官局策政合総

局  長 由 木 文 彦 総務課長 山 本 博 之

次  長 一 見 勝 之 企画課長 吉 岡 幹 夫

官房技術参事官 奥 谷 正 国道・防災課長 村 山 一 弥

公共事業企画調整課長 勢 田 昌 功 道路防災対策室長 和 田 卓

公共事業企画調整課事業総括調整官 環境安全課長 森 山 誠 二

鈴 木 学 住宅局

公共事業企画調整課施工安全企画室長 局  長 伊 藤 明 子

宮 武 一 郎 住宅総合整備課長 高 橋 謙 司

聡坂石長課進推住居心安局策政土国

局  長 野 村 正 史 住宅総合整備課住環境整備室長

一浩谷澁昇原小官議審房官

官房審議官 秡 川 直 也 北海道局

官房審議官 北 村 知 久 局  長 田 村 秀 夫

地方振興課長 安 藤 恒 次 官房審議官 柳 屋 勝 彦

修一馬對官議審房官局業産設建・地土

局  長 田 村 計 総務課長 住 本 靖

建設業課長 平 田 研 予算課長 松 重 友 啓

二貞藤後長課政地局市都

局  長 栗 田 卓 也 水政課長 石 塚 宗 司

官房技術審議官 廣 瀬 隆 正 参事官 髙 橋 季 承

まちづくり推進課長 佐 藤 守 孝 観光庁

街路交通施設課長 渡 邉 浩 司 長  官 田村 明比古

次  長 水 嶋 智

審議官 瓦 林 康 人

観光地域振興部長 加 藤 庸 之

観光地域振興課長 畠 中 秀 人

68名

平成29年7月27日

要望書提出先
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